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共同研究報告

色は、「日本国憲法の前身である大日本帝国憲法
について、ドイツ憲法をモデルとして選択したこ
とのプラス面とマイナス面をドイツ憲法と大日本
帝国憲法との両方に精通した憲法史研究者の研究
を踏まえて明らかにしようとすること」にある。
このような趣意で第 1 回目の「憲法」研究会が開
催された。以下、樋口先生による発題の概要を記
す。
　「ドイツから日本」を考える前提として、樋口
氏はまずドイツとフランスの相互関心としてカー
ル・シュミット（1888-1985）とルネ・キャピタ
ン（1901-1970）を一例に挙げる。フランス革命
の理解として、シュミットはフランス革命の偉大
さを強調するに際し、「政治的統一」（politische 
Einheit）を実現したフランス革命は「自由主義
に拘わらず」それを実現し、そのことが偉大だ
と理解する。樋口氏によれば、このようなフラン
ス革命の理解は適切ではなく、キャピタンを論じ
て、一体かつ不可分の「政治的統一」がフランス
特有の「共和国」であるという。ドイツにおいて
は国家と市民社会は二元論的に捉えられるが、フ
ランスの場合は公的かつ政治的性格をもつ「個
人」と「国家」の二項対立という図式であり、国
家と社会は一元的に理解される。つまり、ここに
は留保をつけておく必要があるものの、基本的に
は国家と社会とが区別されない。それにはフラン
ス革命の特徴であった反結社主義の影響もあり、

【憲法研究】

近代社会像にとってのフランスの定型性
̶憲法学からの一つの見方̶

　2009 年 4 月 20 日（月曜日）、聖学院本部新館
2 階集会室において、2009 年度第 1 回「憲法」
研究会（研究会の正式名称は「大日本帝国憲法か
ら日本国憲法へ̶憲法史の観点から」研究会）
が開催された。講師として東京大学名誉教授の
樋口陽一先生をお招きし、「近代社会像にとって
のフランスの定型性̶憲法学からのひとつの見
方」と題して発題いただいた。
　「憲法」研究会は今年度より新たに開始された
研究会であるゆえ、講師の発題の概要を記す前
に、「憲法」研究会全体の概要を記しておきたい。
　研究会は 1 年間の予定で計画されており、「近
代憲法の出発点となり、公理ともなったフランス
憲法の影響を受けつつ成立したドイツ憲法をモデ
ルとして制定された大日本帝国憲法について、ド
イツ憲法をモデルとした経緯、ドイツにおける憲
法調査の状況、憲法制定へのドイツ人の関与、憲
法の解釈・運用に対するドイツ憲法学の影響、ド
イツ憲法をモデルとしたことの功罪などを検討
し、この検討を踏まえて、日本国憲法がアメリカ
憲法の強い影響を受けて成立したことの持つ意義
を明らかにする」としている。また当該研究の特

樋口陽一　東京大学名誉教授第 1 回憲法研究会



非営利諸団体が認められるのには 1901 年の結社
の自由法に待たねばならないということもあっ
た。
　J. D. キューネによるフランス、アメリカ、ド
イツにおける個人・国家・社会の図式を紹介し、
樋口氏はそれらと比較して日本についても最後に
論じられた。先のシュミットの言葉を借りれば、
樋口氏いわく、日本は「自由主義に拘わらず」と
いうものなしに「政治的統一」を実現した。こ
こでは政権奪取が問題であって civil のことは問
題ではなかった。日本においては、ドイツ的な
個人・市民社会・国家の三元論の封建的身分制は
骨抜きにされ、家父長制と封建性が同義で用いら
れた。樋口氏によれば、日本における「政治的統
一」は実は近代が想定しているはずの契約的国家
ではなく、国家というよりも「民族」であって、
今日の愛国という語の「国」は近代国家ではなく

「民族」そのものであると指摘された。
　氏の発題後、活発な質疑応答がなされ、盛会の
うちに第 1 回の研究会は閉会となった。

（文責：豊川慎　聖学院大学大学院アメリカ・ヨ
ーロッパ文化学研究科  博士後期課程）

（2009 年 4 月 20 日、聖学院本部新館 2 階）

【憲法研究】

ドイツ憲法の特殊性と普遍性

　2009 年 5 月 11 日（月）、聖学院本部新館 2 階
において、2009 年度第 2 回「憲法」研究会が開
催された。当研究会の研究代表の一人である栗城
壽夫氏（聖学院大学総合研究所特任教授）が「ド
イツ憲法の特殊性と普遍性」と題する発題を行っ
た（研究会出席者は 21 名）。以下、発題の概要
を記す。
　ワイマール憲法体制の確立と崩壊はそれ以前の
ドイツの歴史が大きく作用し、18 世紀以来ドイ
ツは「特別の途」（Sonderweg）を歩んだという

ことが従来歴史家により指摘されてきた。栗城
氏はそのような問題意識に反対する最近の研究
動向を述べた後、ドイツにおける憲法制定の動
きを説明された。「ドイツ憲法」とは全体国家レ
ベルのものと個別国家レベルのものとを含み、君
主主義原理がそれぞれの基本原理としておかれ
ている。全体国家レベルに関して言えば、ドイツ
は 1806 年に神聖ローマ帝国が崩壊し、1815 年に

「ドイツ同盟規約」によりドイツ同盟が成立する
が、1866 年に同盟が解体し、国家統一が再びな
されたのは 1871 年のドイツ帝国の成立時であっ
た。この時、ドイツ帝国憲法（ビスマルク憲法）
が制定され、ドイツの全体国家に関わる憲法とな
った。個別国家レベルの憲法制定の段階的な動向
に関しては、前段階として 1807 年にヴェストフ
ァーレン王国で、そして 1808 年にバイエルン王
国で憲法制定が行われている。その後、ナポレオ
ンがドイツを占領した影響もあり、南ドイツ諸国
のバーデン（1818 年）やヴュルテンベルク（1819
年）で憲法制定がなされ、フランスの七月革命の
影響の下に、ザクセン（1831 年）、クールヘッセ
ン（1831 年）、ハノーバー（1832 年）などの中
部ドイツ諸国において、さらにはフランスの二月
革命の影響の下に、プロイセン王国（1848-50 年）
でそれぞれ憲法制定が行われた。
　栗城氏によれば、19 世紀ドイツ憲法の基本原
理は君主主義原理であり、例えば、バイエルン憲

第 2 回憲法研究会
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